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【浅草公会堂休館について】　浅草公会堂は、大規模改修工事により、令和3年2月～12月まで施設の利用ができません。ご理解・ご協力をお願いします。〈区民
課区民施設係 TEL  5246－1123〉

　

区
で
は
従
来
の
現
金
収
支
を
中
心
と

し
た
決
算
に
加
え
、
企
業
会
計
（
複
式

簿
記
・
発
生
主
義
）
の
手
法
を
取
り
入

れ
た
財
務
諸
表
を
作
成
し
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
と
特
別
会
計
に
、
区
と
連
携

協
力
し
て
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る

外
郭
団
体
や
、
特
別
区
（
東
京
23
区
）

が
経
費
負
担
す
る
一
部
事
務
組
合
、
広

域
連
合
な
ど
を
合
算
し
た
も
の
が
連
結

ベ
ー
ス
の
財
務
諸
表
で
す
。

　

連
結
貸
借
対
照
表
か
ら
は
、
こ
れ
ま

で
に
区
が
整
備
し
て
き
た
資
産
と
、
将

来
返
済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
借
入
金

な
ど
の
負
債
や
、
す
で
に
税
金
等
で
負

担
済
み
の
純
資
産
が
把
握
で
き
ま
す
。

ま
た
、
連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、

１
年
間
の
行
政
活
動
の
う
ち
、
人
件
費

や
社
会
保
障
給
付
な
ど
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
コ
ス
ト
と
い
う
側
面
か
ら
把
握
し
、

行
政
活
動
の
効
率
性
や
コ
ス
ト
構
造
を

明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。

　

９
月
10
日
～
10
月
28
日
に
開
か
れ
た
令
和
元
年
第
３
回
台
東
区
議
会
定
例
会
に

お
い
て
、
30
年
度
の
一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計
の
歳
入
歳
出
決
算
が
認
定
さ
れ

ま
し
た
。

　

平
成
30
年
度
決
算
に
お
け
る
区
の
健

全
化
判
断
比
率
は
左
表
の
と
お
り
、
い

ず
れ
も
国
が
定
め
る
基
準
の
範
囲
内
と

な
り
ま
し
た
。

台
東
区
の
財
政
状
況
を

お
知
ら
せ
し
ま
す

■
■
■
■
■

　 

財
務
諸
表
の
公
表 

　

■

■
■
■
■

一
般
会
計

会計名 歳入歳出予算額 歳入決算額 収入率 歳出決算額 執行率

国民健康保険
事業会計 250億5,111万円 240億1,774万円 95.9％ 231億9,609万円 92.6％

後期高齢者医
療会計 49億8,757万円 49億5,255万円 99.3％ 47億8,047万円 95.8％

介護保険会計 162億9,698万円 160億2,332万円 98.3％ 157億3,158万円 96.5％

老人保健施設
会計 1億2,021万円 1億1,916万円 99.1％ 1億1,916万円 99.1％

病院施設会計 3億9,718万円 3億6,561万円 92.1％ 3億6,561万円 92.1％

指標 実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来負担
比率

台東区 － － △1.9％ －

早期健全
化基準 11.25％ 16.25% 25.0％ 350.0％

財政再生
基準 20.00％ 30.00％ 35.0％

※上記基準は台東区の標準財政規模の場合の数値
です。

（30年4月1日～31年3月31日）

3. 純経常行政コスト
経常費用から経常収益を引いた純粋な行政コスト

1. 経常費用
..

1,503億円（1,573億円）

【内訳】
●人件費 211億円（202億円）
職員給与、報酬など

●物件費等 303億円（281億円）

●移転費用 912億円（1,011億円）
・社会保障給付　298億円　社会保障制度の一環として各
　種法令に基づき給付する生活保護費、保険給付費など
・補助金等 608億円 
・その他 　 6億円 
●その他の費用  77億円（79億円）

153億円（144億円）

1,350億円（1,429億円）

地方債の利子など 

2. 経常収益
行政サービスの利用に応じた使用料・手数料
国民健康保険料、介護保険料など

（31年3月31日現在）
30年度末時点において、区と関係団体が行政サービスを提供するために保有する資産と負債
の一覧 ※（　）は29年度の額

台東区の資産・負債とコスト構造
●特徴1　区民1人当たりの資産140万円、負債16万円 　
●特徴2　区民1人当たりの行政コスト67万円
●特徴3　土地、建物等の社会資本（有形固定資産）を将来世代が負担する割合 8％
※この割合は低い方が健全ですが、社会資本（有形固定資産）は将来世代も利用するため、
　世代間の均衡を踏まえた負担割合が望ましいとされています。

.

 .

連結貸借対照表

連結行政コスト計算書

29年度に比べ、資産が47億円、負債が14億円それぞれ増加した結果、純資産が33億円増加しています。

人件費や社会保障給付費などの行政サービスにかか
る、区と関係団体の経常的なコストを、その受益者
の負担額とともに表したもの 

　29年度に比べ、経常費用が70億円減少、経常収益が9
億円増加した結果、純経常行政コストが79億円減少して
います。
　経常費用の主な減少理由は、補助金等や社会給付費の
減により、移転費用が99億円の減となったことによりま
す。
 経常費用と経常収益の差額である純経常行政コスト1,350
億円は、税金などで賄われています。

連結行政コスト計算書から分かること
連結貸借対照表から分かること

計 2,810億円（2,763億円） 計 2,810億円（2,763億円）

人件費や物件費、社会保障給付など資産形成を伴わない
経常的な行政活動に要する費用  

・物件費 227億円 光熱水費、物品購入費、業務委託料など
・減価償却費 46億円 一年間の償却資産価値の減少額
・維持補修費等 30億円
 　　　　　　　　　 施設設備の原状回復のための修繕費等

1. 資産 2,810億円（2,763億円）

【内訳】
●有形固定資産 2,063億円（2,029億円）
・庁舎、道路、学校、図書館、公園、保育園、病院、
　特別養護老人ホーム、地下駐車場など
●投資その他の資産等 500億円（485億円）

●流動資産 247億円（249億円）
・年度間の財源調整のための財政調整基金
・現金
・税金、保険料などの1年未満の未収金など

現在、区・関係団体が保有する財産の総額  

・公共施設建設基金や外郭団体の基本財産など 398億円
・外郭団体などへの出資金 89億円
・税金、保険料などの1年を経過した未収金など 13億円

2. 負債 ..324億円（310億円）

・区と関係団体の地方債
 169億円
・将来発生する職員の退職手当引当金
 109億円
・賞与引当金、未払金など
 46億円

地方債（借金）の返済など、将来負担する額

3. 純資産 2,486億円（2,453億円）

・税金
・国、都補助金
・その他

資産から負債を差し引いた額

資産の主な増減要因
・有形固定資産34億円増（減価償却費よりも土地の取得や施設整備費が大きかったことなどによる増）
・投資その他の資産等15億円増（公共施設建設基金など特定目的基金の積み増しによる増）
・流動資産2億円減（歳入と歳出の差額である歳計現金等の減少による減）
負債の主な増減要因
・地方債  10億円増（施設整備に伴う地方債の増加による増） 
・その他  4億円増（退職手当引当金等の増加による増）

※（　）は29年度の額

会
計
課
会
計
管
理
担
当

ＴＥＬ
（
５
２
４
６
）
１
３
８
１

問合せ ●連結対象
一般会計等 一般会計、病院施設会計

特別会計 国民健康保険事業会計、後期高齢者医療会計、
介護保険会計、老人保健施設会計

外郭団体等
(公財)台東区芸術文化財団、(福)台東区社会福
祉事業団、(公財)台東区産業振興事業団、  (福)
台東つばさ福祉会、台東区土地開発公社

一部事務組合 特別区競馬組合、特別区人事･厚生事務組合、
東京二十三区清掃一部事務組合

広域連合 東京都後期高齢者医療広域連合

健
全
化
判
断
比
率

　

30
年
度
は
、
景
気
が
ゆ
る
や
か
に
回
復
し
て
い
る
中
で
、
特
別
区
交
付
金
や
特
別
区
税
が
前
年
度

と
比
べ
て
増
収
と
な
り
ま
し
た
。
一
方
で
、
子
育
て
支
援
や
高
齢
者
・
障
害
者
へ
の
サ
ー
ビ
ス
、
低

所
得
者
へ
の
支
援
、
区
有
施
設
の
保
全
や
長
寿
命
化
へ
の
対
応
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
行
政
需
要
を
抱
え

て
お
り
、
依
然
と
し
て
楽
観
で
き
な
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
中
、
30
年
度
の
財
政
運
営
に
あ
た
っ
て
は
、
貴
重
な
財
源
を
可
能
な
限
り
有
効
に
活
用

で
き
る
よ
う
、事
業
の
実
施
に
創
意
工
夫
を
図
り
、計
画
的
か
つ
効
率
的
な
執
行
に
努
め
て
き
ま
し
た
。

　

区
の
財
政
状
況
は
「
地
方
自
治
法
」
お
よ
び
「
東
京
都
台
東
区
財
政
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
」

に
基
づ
き
、
毎
年
６
月
と
12
月
に
公
表
し
て
い
ま
す
。　

　

詳
し
い
台
東
区
財
政
の
現
況
は
、
区
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

▽
問
合
せ　

財
政
課
ＴＥＬ
（
５
２
４
６
）
１
０
７
１

特
別
会
計

歳出
予
算
現
額 

１
千
20
億
３
千
934
万
円

決
算
額
　 
　
　
988
億
６
千
946
万
円

執
行
率
　 
96
・
９
％

歳入
予
算
現
額 

１
千
20
億
３
千
934
万
円

決
算
額
　 

１
千
27
億
６
千
480
万
円

収
入
率
　 

100
・
７
％

歳　出
一般会計決算の内訳

歳　入

諸収入
32億9,444万円
3.2%

地方消費税交付金 49億3,099万円 4.8%
繰越金
43億7,601万円 4.3%

使用料及び手数料
37億369万円
3.6%

教育費
226億
5,367万円
22.9%

教育費
226億
5,367万円
22.9%

総務費
106億4,386万円
10.8%

諸支出金
95億
3,117万円
9.7%

衛生費
82億5,231万円
8.4%

土木費
70億3,947万円
7.1%

文化観光費
18億2,032万円
1.8%

産業経済費
32億7,361万円
3.3%

民生費
350億
2,377万円
35.4％

民生費
350億
2,377万円
35.4％

その他（※）
60億9,906万円
6.0%

議会費
6億3,128万円
0.6%

特別区交付金
294億
2,793万円
28.6％

特別区交付金
294億
2,793万円
28.6％

国庫支出金
209億
8,884万円
20.4％

国庫支出金
209億
8,884万円
20.4％

都支出金 74億2,905万円 7.2％

特別区税
225億
1,479万円
21.9％

特別区税
225億
1,479万円
21.9％

民
生
費（
３
千
540
円
） 

高
齢
者
や
児
童
、
障
害
の
あ
る

方
、
生
活
に
困
っ
て
い
る
方
へ
の
給
付
な
ど

１０，０００円の使われ方

※
こ
の
図
は
、
平
成
30
年
度
一
般
会
計
歳
出
決
算
額
を
１
万
円

　
に
換
算
し
て
目
的
別
に
表
し
た
も
の
で
す
。 （※）その他（特別区債、繰入金、分

担金及び負担金、財産収入、地方譲
与税、配当割交付金、株式等譲渡所
得割交付金、自動車取得税交付金、
地方特例交付金、寄附金、利子割交
付金、交通安全対策特別交付金）

教
育
費（
２
千
290
円
） 

学
校
や
保
育
園
の
整
備
・
運
営
、

生
涯
学
習
の
振
興
な
ど

総
務
費（
1
千
80
円
） 

災
害
対
策
、
区
民
館
等
の
運
営

な
ど

衛
生
費（
840
円
） 

健
康
づ
く
り
、
環
境
の
保
全
、
清
掃

事
業
な
ど

土
木
費（
710
円
） 

ま
ち
づ
く
り
の
推
進
、
道
路
・
公
園

の
整
備
な
ど

産
業
経
済
費（
330
円
） 

地
域
産
業
の
振
興
、
消
費
者
保

護
な
ど

文
化
観
光
費（
180
円
） 

文
化
・
観
光
事
業
の
振
興
な
ど

そ
の
他（
1
千
30
円
） 

平
成
30
年
度
決
算
の
あ
ら
ま
し

広報


